
（平成 31 年 3 月警察庁組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課公表資料「平成 30 年における組織犯罪の情勢」より抜粋）

平成 30 年における薬物情勢の特徴としては、以下のことが挙げられる。
○ 薬物事犯検挙人員は近年横ばいが続く中、13,862 人と前年からわずかに増加した。
このうち、覚醒剤事犯検挙人員は、近年わずかな減少が続く中、30 年においても 9,868 人と引き続きわずかに減少

し、1万人を下回った。一方で、大麻事犯検挙人員は 3,578 人と若年層を中心に 26 年以降増加が続き、過去最多となっ
た前年を大幅に更新しており、大麻事犯検挙人員の増加が薬物事犯検挙人員全体を押し上げた。
○ 覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は 127 件で、ほぼ前年並みであり、このうち航空機利用の携帯密輸についても 80 件
とほぼ前年並みであった。
覚醒剤の密輸入押収量は 784.4 キログラムと減少したものの、覚醒剤の総押収量は 1,138.6 キログラムと前年より

わずかに増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
○ 大麻栽培事犯の検挙件数は近年増加傾向にあるが、175 件と 3 年ぶりに減少し、大麻草押収量（本数）は 4,456 本
と 2年連続 1万本を超えた 28 年、29 年から大幅に減少した。
○ 危険ドラッグ事犯の検挙人員は 396 人と、前年に引き続き大幅に減少した。
上記のとおり、覚醒剤事犯検挙人員はわずかに減少しているものの、覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は高止まりであり、覚
醒剤の総押収量は 3年連続で 1,000 キログラムを超えていることなどから、密輸・密売事犯の検挙を通じた薬物の供給網の
遮断に向けた取締りを推進することとしている。また、大麻事犯検挙人員は前年に引き続いて過去最多を更新し、若年層を
中心とした増加傾向が継続していることなどから、大麻事犯の取締りの強化及び大麻乱用防止に係る広報啓発活動を推進す
ることとしている。

１ 薬物事犯の検挙状況
薬物事犯の検挙人員は、近年横ばいで推移している中、13,862 人と前年からわずかに増加した。このうち暴力団構成員
等の検挙人員は 5,457 人で、薬物事犯の検挙人員の 39.4％を占めているが、検挙人員・薬物事犯に占める割合とも減少傾
向にある。外国人の検挙人員は近年増加傾向にあったところ、1,018 人と前年からわずかに減少したものの 1,000 人を超
えるほぼ前年並みであり、薬物事犯の検挙人員の 7.3％を占めている。

〔薬物事犯別検挙件数及び検挙人員の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯 検挙件数 15,355 15,980 15,219 14,325 14,135
検挙人員 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868

暴力団構成員等 6,024 5,712 5,067 4,751 4,645
構成比率（％） 55.0 51.8 48.5 47.0 47.1
外国人 595 591 605 706 632
構成比率（％） 5.4 5.4 5.8 7.0 6.4

大麻事犯 検挙件数 2,362 2,771 3,439 3,965 4,687
検挙人員 1,761 2,101 2,536 3,008 3,578

暴力団構成員等 484 591 649 742 762
構成比率（％） 27.5 28.1 25.6 24.7 21.3
外国人 133 154 18.1 250 253
構成比率（％） 7.6 7.3 7.1 8.3 7.1

麻薬及び
向精神薬事犯

検挙件数 637 706 784 840 862
MDMA等合成麻薬 129 109 86 107 122
コカイン 144 230 364 392 434
ヘロイン 11 8 3 19 14
その他 353 359 331 322 292

検挙人員 378 398 412 409 415
暴力団構成員等 108 80 65 69 50
構成比率（％） 28.6 20.1 15.8 16.9 12.0

平成30年中の薬物情勢について
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○ 薬物事犯検挙人員は近年横ばいが続く中、13,862 人と前年からわずかに増加した。
このうち、覚醒剤事犯検挙人員は、近年わずかな減少が続く中、30 年においても 9,868 人と引き続きわずかに減少

し、1万人を下回った。一方で、大麻事犯検挙人員は 3,578 人と若年層を中心に 26 年以降増加が続き、過去最多となっ
た前年を大幅に更新しており、大麻事犯検挙人員の増加が薬物事犯検挙人員全体を押し上げた。
○ 覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は 127 件で、ほぼ前年並みであり、このうち航空機利用の携帯密輸についても 80 件
とほぼ前年並みであった。
覚醒剤の密輸入押収量は 784.4 キログラムと減少したものの、覚醒剤の総押収量は 1,138.6 キログラムと前年より

わずかに増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
○ 大麻栽培事犯の検挙件数は近年増加傾向にあるが、175 件と 3 年ぶりに減少し、大麻草押収量（本数）は 4,456 本
と 2年連続 1万本を超えた 28 年、29 年から大幅に減少した。
○ 危険ドラッグ事犯の検挙人員は 396 人と、前年に引き続き大幅に減少した。
上記のとおり、覚醒剤事犯検挙人員はわずかに減少しているものの、覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は高止まりであり、覚
醒剤の総押収量は 3年連続で 1,000 キログラムを超えていることなどから、密輸・密売事犯の検挙を通じた薬物の供給網の
遮断に向けた取締りを推進することとしている。また、大麻事犯検挙人員は前年に引き続いて過去最多を更新し、若年層を
中心とした増加傾向が継続していることなどから、大麻事犯の取締りの強化及び大麻乱用防止に係る広報啓発活動を推進す
ることとしている。

１ 薬物事犯の検挙状況
薬物事犯の検挙人員は、近年横ばいで推移している中、13,862 人と前年からわずかに増加した。このうち暴力団構成員
等の検挙人員は 5,457 人で、薬物事犯の検挙人員の 39.4％を占めているが、検挙人員・薬物事犯に占める割合とも減少傾
向にある。外国人の検挙人員は近年増加傾向にあったところ、1,018 人と前年からわずかに減少したものの 1,000 人を超
えるほぼ前年並みであり、薬物事犯の検挙人員の 7.3％を占めている。

覚醒剤事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 71.2％を占め、その割合は 24 年以降減少している一方で、大麻事犯
の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 25.8％を占め、その割合は 25 年以降増加している。

２ 主な薬物事犯の傾向、特徴
（１）覚醒剤事犯
覚醒剤事犯の検挙人員は 9,868 人と、第三次覚醒剤乱用期のピークである 9年以降、長期的にみて減少傾向にあり、昭

和 50 年以来 43 年ぶりに 1万人を下回った。
また、覚醒剤事犯の検挙人員のうち、暴力団構成員等は 4,645 人と検挙人員の 47.1％、外国人は 632 人と検挙人員の 6.4％

を占めている。

外国人 49 71 82 102 133
構成比率（％） 13.0 17.8 19.9 24.9 32.0
MDMA等合成麻薬 62 45 38 42 50

暴力団構成員等 21 11 6 11 5
構成比率（％） 33.9 24.4 15.8 26.2 10.0
外国人 6 6 7 5 18
構成比率（％） 9.7 13.3 18.4 11.9 36.0

コカイン 61 86 142 177 197
暴力団構成員等 14 14 34 38 36
構成比率（％） 23.0 16.3 23.9 21.5 18.3
外国人 14 32 50 70 83
構成比率（％） 23.0 37.2 35.2 39.5 42.1

ヘロイン 5 3 0 9 10
暴力団構成員等 0 0 0 0 0
構成比率（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
外国人 1 3 0 9 6
構成比率（％） 20.0 100.0 0.0 100.0 60.0

その他 250 264 232 181 158
暴力団構成員等 73 55 25 20 9
構成比率（％） 29.2 20.8 10.8 11.0 5.7
外国人 28 30 25 18 26
構成比率（％） 11.2 11.4 10.8 9.9 16.5

あへん事犯 検挙件数 24 6 11 12 6
検挙人員 24 3 6 12 1

暴力団構成員等 1 0 0 0 0
構成比率（％） 4.2 0.0 0.0 0.0 0.0
外国人 1 1 0 0 0
構成比率（％） 4.2 33.3 0.0 0 0

合計 検挙件数 18,378 19,463 19.453 19142 19,690
検挙人員 13,121 13,524 13,411 13,542 13,862

暴力団構成員等 6,617 6,383 5,781 5,562 5,457
構成比率（％） 50.4 47.2 43.1 41.1 39.4
外国人 778 817 868 1,058 1,018
構成比率（％） 5.9 6.0 6.5 7.8 7.3

注 1：本表の数値には、各薬物に係る麻薬特例法違反の検挙件数・人員の数値を含む。
注 2：本表の薬物事犯は、覚醒剤事犯、大麻事犯、麻薬及び向精神薬事犯及びあへん事犯をいい、犯罪統計による。

〔薬物事犯別検挙人員の構成比率の推移〕

年別
区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯（％） 78.0 82.5 86.1 86.0 84.2 83.5 81.5 78.0 74.7 71.2
大麻事犯（％） 19.5 15.3 12.0 11.9 12.0 13.4 15.5 18.9 22.2 25.8
その他（％） 2.5 2.2 1.9 2.1 3.8 3.1 3.0 3.1 3.1 3.0
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平成 30 年における薬物情勢の特徴としては、以下のことが挙げられる。
○ 薬物事犯検挙人員は近年横ばいが続く中、13,862 人と前年からわずかに増加した。
このうち、覚醒剤事犯検挙人員は、近年わずかな減少が続く中、30 年においても 9,868 人と引き続きわずかに減少

し、1万人を下回った。一方で、大麻事犯検挙人員は 3,578 人と若年層を中心に 26 年以降増加が続き、過去最多となっ
た前年を大幅に更新しており、大麻事犯検挙人員の増加が薬物事犯検挙人員全体を押し上げた。
○ 覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は 127 件で、ほぼ前年並みであり、このうち航空機利用の携帯密輸についても 80 件
とほぼ前年並みであった。
覚醒剤の密輸入押収量は 784.4 キログラムと減少したものの、覚醒剤の総押収量は 1,138.6 キログラムと前年より

わずかに増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
○ 大麻栽培事犯の検挙件数は近年増加傾向にあるが、175 件と 3 年ぶりに減少し、大麻草押収量（本数）は 4,456 本
と 2年連続 1万本を超えた 28 年、29 年から大幅に減少した。
○ 危険ドラッグ事犯の検挙人員は 396 人と、前年に引き続き大幅に減少した。

上記のとおり、覚醒剤事犯検挙人員はわずかに減少しているものの、覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は高止まりであり、覚
醒剤の総押収量は 3年連続で 1,000 キログラムを超えていることなどから、密輸・密売事犯の検挙を通じた薬物の供給網の
遮断に向けた取締りを推進することとしている。また、大麻事犯検挙人員は前年に引き続いて過去最多を更新し、若年層を
中心とした増加傾向が継続していることなどから、大麻事犯の取締りの強化及び大麻乱用防止に係る広報啓発活動を推進す
ることとしている。

１ 薬物事犯の検挙状況
薬物事犯の検挙人員は、近年横ばいで推移している中、13,862 人と前年からわずかに増加した。このうち暴力団構成員

等の検挙人員は 5,457 人で、薬物事犯の検挙人員の 39.4％を占めているが、検挙人員・薬物事犯に占める割合とも減少傾
向にある。外国人の検挙人員は近年増加傾向にあったところ、1,018 人と前年からわずかに減少したものの 1,000 人を超
えるほぼ前年並みであり、薬物事犯の検挙人員の 7.3％を占めている。

〔薬物事犯別検挙件数及び検挙人員の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯 検挙件数 15,355 15,980 15,219 14,325 14,135
検挙人員 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868

暴力団構成員等 6,024 5,712 5,067 4,751 4,645
構成比率（％） 55.0 51.8 48.5 47.0 47.1
外国人 595 591 605 706 632
構成比率（％） 5.4 5.4 5.8 7.0 6.4

大麻事犯 検挙件数 2,362 2,771 3,439 3,965 4,687
検挙人員 1,761 2,101 2,536 3,008 3,578

暴力団構成員等 484 591 649 742 762
構成比率（％） 27.5 28.1 25.6 24.7 21.3
外国人 133 154 18.1 250 253
構成比率（％） 7.6 7.3 7.1 8.3 7.1

麻薬及び
向精神薬事犯

検挙件数 637 706 784 840 862
MDMA等合成麻薬 129 109 86 107 122
コカイン 144 230 364 392 434
ヘロイン 11 8 3 19 14
その他 353 359 331 322 292

検挙人員 378 398 412 409 415
暴力団構成員等 108 80 65 69 50
構成比率（％） 28.6 20.1 15.8 16.9 12.0
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平成 30 年における薬物情勢の特徴としては、以下のことが挙げられる。
○ 薬物事犯検挙人員は近年横ばいが続く中、13,862 人と前年からわずかに増加した。
このうち、覚醒剤事犯検挙人員は、近年わずかな減少が続く中、30 年においても 9,868 人と引き続きわずかに減少

し、1万人を下回った。一方で、大麻事犯検挙人員は 3,578 人と若年層を中心に 26 年以降増加が続き、過去最多となっ
た前年を大幅に更新しており、大麻事犯検挙人員の増加が薬物事犯検挙人員全体を押し上げた。
○ 覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は 127 件で、ほぼ前年並みであり、このうち航空機利用の携帯密輸についても 80 件
とほぼ前年並みであった。
覚醒剤の密輸入押収量は 784.4 キログラムと減少したものの、覚醒剤の総押収量は 1,138.6 キログラムと前年より

わずかに増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
○ 大麻栽培事犯の検挙件数は近年増加傾向にあるが、175 件と 3 年ぶりに減少し、大麻草押収量（本数）は 4,456 本
と 2年連続 1万本を超えた 28 年、29 年から大幅に減少した。
○ 危険ドラッグ事犯の検挙人員は 396 人と、前年に引き続き大幅に減少した。

上記のとおり、覚醒剤事犯検挙人員はわずかに減少しているものの、覚醒剤の密輸入事犯検挙件数は高止まりであり、覚
醒剤の総押収量は 3年連続で 1,000 キログラムを超えていることなどから、密輸・密売事犯の検挙を通じた薬物の供給網の
遮断に向けた取締りを推進することとしている。また、大麻事犯検挙人員は前年に引き続いて過去最多を更新し、若年層を
中心とした増加傾向が継続していることなどから、大麻事犯の取締りの強化及び大麻乱用防止に係る広報啓発活動を推進す
ることとしている。

１ 薬物事犯の検挙状況
薬物事犯の検挙人員は、近年横ばいで推移している中、13,862 人と前年からわずかに増加した。このうち暴力団構成員

等の検挙人員は 5,457 人で、薬物事犯の検挙人員の 39.4％を占めているが、検挙人員・薬物事犯に占める割合とも減少傾
向にある。外国人の検挙人員は近年増加傾向にあったところ、1,018 人と前年からわずかに減少したものの 1,000 人を超
えるほぼ前年並みであり、薬物事犯の検挙人員の 7.3％を占めている。

覚醒剤事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 71.2％を占め、その割合は 24 年以降減少している一方で、大麻事犯
の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 25.8％を占め、その割合は 25 年以降増加している。

２ 主な薬物事犯の傾向、特徴
（１）覚醒剤事犯
覚醒剤事犯の検挙人員は 9,868 人と、第三次覚醒剤乱用期のピークである 9年以降、長期的にみて減少傾向にあり、昭
和 50 年以来 43 年ぶりに 1万人を下回った。
また、覚醒剤事犯の検挙人員のうち、暴力団構成員等は 4,645 人と検挙人員の 47.1％、外国人は 632 人と検挙人員の 6.4％
を占めている。

外国人 49 71 82 102 133
構成比率（％） 13.0 17.8 19.9 24.9 32.0
MDMA等合成麻薬 62 45 38 42 50

暴力団構成員等 21 11 6 11 5
構成比率（％） 33.9 24.4 15.8 26.2 10.0
外国人 6 6 7 5 18
構成比率（％） 9.7 13.3 18.4 11.9 36.0

コカイン 61 86 142 177 197
暴力団構成員等 14 14 34 38 36
構成比率（％） 23.0 16.3 23.9 21.5 18.3
外国人 14 32 50 70 83
構成比率（％） 23.0 37.2 35.2 39.5 42.1

ヘロイン 5 3 0 9 10
暴力団構成員等 0 0 0 0 0
構成比率（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
外国人 1 3 0 9 6
構成比率（％） 20.0 100.0 0.0 100.0 60.0

その他 250 264 232 181 158
暴力団構成員等 73 55 25 20 9
構成比率（％） 29.2 20.8 10.8 11.0 5.7
外国人 28 30 25 18 26
構成比率（％） 11.2 11.4 10.8 9.9 16.5

あへん事犯 検挙件数 24 6 11 12 6
検挙人員 24 3 6 12 1

暴力団構成員等 1 0 0 0 0
構成比率（％） 4.2 0.0 0.0 0.0 0.0
外国人 1 1 0 0 0
構成比率（％） 4.2 33.3 0.0 0 0

合計 検挙件数 18,378 19,463 19.453 19142 19,690
検挙人員 13,121 13,524 13,411 13,542 13,862

暴力団構成員等 6,617 6,383 5,781 5,562 5,457
構成比率（％） 50.4 47.2 43.1 41.1 39.4
外国人 778 817 868 1,058 1,018
構成比率（％） 5.9 6.0 6.5 7.8 7.3

注 1：本表の数値には、各薬物に係る麻薬特例法違反の検挙件数・人員の数値を含む。
注 2：本表の薬物事犯は、覚醒剤事犯、大麻事犯、麻薬及び向精神薬事犯及びあへん事犯をいい、犯罪統計による。

〔薬物事犯別検挙人員の構成比率の推移〕

年別
区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯（％） 78.0 82.5 86.1 86.0 84.2 83.5 81.5 78.0 74.7 71.2
大麻事犯（％） 19.5 15.3 12.0 11.9 12.0 13.4 15.5 18.9 22.2 25.8
その他（％） 2.5 2.2 1.9 2.1 3.8 3.1 3.0 3.1 3.1 3.0
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〔覚醒剤事犯検挙人員の推移〕

ア 年齢層別の検挙状況
30 年の人口 10 万人当たりの検挙人員は、20 歳未満が 1.4 人、20 歳代が 9.3 人、30 歳代が 17.6 人、40 歳代が 17.7 人、
50 歳以上が 5.5 人であり、最も多い年齢層は 40 歳代、次いで 30 歳代となっている。

イ 再犯者率
覚醒剤事犯の再犯者率は、19 年以降 12 年連続で増加しており、30 年は 66.1％となっている。

年別
区別 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯検挙人員 11,655 11,993 11,852 11,577 10,909 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868
暴力団構成員等 6,201 6,322 6,553 6,373 6,096 6,024 5,712 5,067 4,751 4,645
構成比率（％） 53.2 52.7 55.3 55.0 55.9 55.0 51.8 48.5 47.0 47.1

〔覚醒剤事犯年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯 検挙人員 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868
人口 10 万人当たりの検挙人員 10.7 10.7 10.4 9.9 9.7
年齢別 50 歳以上 2,486 2,324 2,353 2,347 2,615

人口 10 万人当たりの検挙人員 5.2 4.9 5.0 4.9 5.5
構成比率（％） 22.7 21.1 22.5 23.2 26.5
40～49 歳 3,697 3,779 3,592 3,587 3,352
人口 10 万人当たりの検挙人員 20.5 20.5 19.7 18.9 17.7
構成比率（％） 33.7 34.3 34.4 35.5 34.0
30～39 歳 3,301 3,383 3,089 2,862 2,642
人口 10 万人当たりの検挙人員 19.8 21.0 20.0 18.6 17.6
構成比率（％） 30.1 30.7 29.5 28.3 26.8
20～29 歳 1,382 1,417 1,287 1,226 1,163
人口 10 万人当たりの検挙人員 10.6 11.0 10.2 9.8 9.3
構成比率（％） 12.6 12.9 12.3 12.1 11.8
20 歳未満 92 119 136 91 96
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.3 1.7 1.9 1.3 1.4
構成比率（％） 0.8 1.1 1.3 0.9 1.0

うち中学生 2 1 7 0 3
うち高校生 11 14 18 8 13

大学生 11 18 8 19 15

注 1：算出に用いた人口は、各前年の総務省統計資料「10 月 1 日現在人口推計」又は「国勢調査結果」による。
注 2：20 歳未満の人口 10 万人当たりの検挙人員は 14 歳から 19 歳までの人口を基に、50 歳以上の人口 10 万人当たりの検挙人員は

50 歳から 79 歳までの人口を基にそれぞれ算出。

〔覚醒剤事犯の再犯者率の推移〕
年別

区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯 検挙人員 11,655 11,993 11,852 11,577 10,909 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868
再犯者数 6,765 7,114 7,038 7,116 6,899 7,067 7,147 6,804 6,647 6,521
再犯者率（％） 58.0 59.3 59.4 61.5 63.2 64.5 64.8 65.1 65.7 66.1
年齢別
再犯者率

50 歳以上 82.1 81.2 81.5 81.3 79.8 80.2 83.1 82.3 82.4 82.6
40～49 歳 69.6 72.2 70.4 70.0 69.7 71.2 72.2 72.1 72.1 71.8
30～39 歳 55.3 56.2 56.1 56.8 58.9 57.3 57.9 56.9 58.5 57.9
20～29 歳 35.8 35.3 32.9 37.6 39.0 39.2 36.0 38.9 35.6 35.4
20 歳未満 18.7 12.7 12.0 14.9 15.3 5.4 16.0 12.5 16.5 13.5
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〔覚醒剤事犯検挙人員の推移〕

ア 年齢層別の検挙状況
30 年の人口 10 万人当たりの検挙人員は、20 歳未満が 1.4 人、20 歳代が 9.3 人、30 歳代が 17.6 人、40 歳代が 17.7 人、
50 歳以上が 5.5 人であり、最も多い年齢層は 40 歳代、次いで 30 歳代となっている。

イ 再犯者率
覚醒剤事犯の再犯者率は、19 年以降 12 年連続で増加しており、30 年は 66.1％となっている。

ウ 違反態様別の検挙状況
違反態様別でみると、使用事犯が 5,678 人、所持事犯が 3,227 人、譲渡事犯が 420 人、譲受事犯が 156 人、密輸入事
犯が 157 人となっており、使用事犯及び所持事犯で検挙人員の 90.2％を占めている。

エ 覚醒剤事犯の主な特徴
覚醒剤事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 71.2％を占めており、依然として我が国の薬物対策における最重要
課題となっている。
その主な特徴としては、暴力団構成員等が検挙人員の約半数を占めていることや、30 歳代及び 40 歳代の人口 10 万
人当たりの検挙人員がそれぞれ他の年齢層に比べて多いことが挙げられる。
また、再犯者率が他の薬物に比べて高いことから、覚醒剤がとりわけ強い依存性を有しており、一旦乱用が開始され
てしまうと継続的な乱用に陥る傾向があることがうかがわれる。

（２）大麻事犯
大麻事犯の検挙人員は 3,578 人と、26 年以降増加が続き、過去最多となった前年を大幅に更新した。
また、大麻事犯の検挙人員のうち、暴力団構成員等は 762 人と検挙人員の 21.3％、外国人は 253 人と検挙人員の 7.1％

を占めている。

ア 年齢層別の検挙状況
人口 10 万人当たりの検挙人員でみると、近年、50 歳以上においては、横ばいで推移している一方、その他の年齢層
においては増加傾向にあり、特に若年層による増加が顕著である。
30 年の人口 10 万人当たりの検挙人員は、20 歳未満が 6.0 人、20 歳代が 122 人、30 歳代が 7.3 人、10 歳代が 2.0 人、
50 歳以上が 0.3 人であり、最も多い年齢層は 20 歳代、次いで 30 歳代となっている。

〔大麻事犯年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

大麻事犯 検挙人員 1,761 2,101 2,536 3,008 3,578
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.7 2.1 2.5 3.0 3.5
年齢別 50 歳以上 88 104 113 152 157

人口 10 万人当たりの検挙人員 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3
構成比率（％） 5.0 5.0 4.5 5.1 4.4
40～49 歳 257 263 326 347 370
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.4 1.4 1.8 1.8 2.0
構成比率（％） 14.6 12.5 12.9 11.5 10.3
30～39 歳 678 700 899 1,038 1,101
人口 10 万人当たりの検挙人員 4.1 4.3 5.8 6.8 7.3
構成比率（％） 38.5 33.3 35.4 34.5 30.8
20～29 歳 658 890 988 1,174 1,521
人口 10 万人当たりの検挙人員 5.0 6.9 7.9 9.4 12.2
構成比率（％） 37.4 42.4 39.0 39.0 42.5
20 歳未満 80 144 210 297 429
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.1 2.0 3.0 4.1 6.0
構成比率（％） 4.5 6.9 8.3 9.9 12.0

うち中学生 3 3 2 2 7
うち高校生 18 24 32 53 74

大学生 27 31 40 55 100

注 1：算出に用いた人口は、各前年の総務省統計資料「10 月 1 日現在人口推計」又は「国勢調査結果」による。
注 2：20 歳未満の人口 10 万人当たりの検挙人員は 14 歳から 19 歳までの人口を基に、50 歳以上の人口 10 万人当たりの検挙人員は

50 歳から 79 歳までの人口を基にそれぞれ算出。
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〔覚醒剤事犯検挙人員の推移〕

ア 年齢層別の検挙状況
30 年の人口 10 万人当たりの検挙人員は、20 歳未満が 1.4 人、20 歳代が 9.3 人、30 歳代が 17.6 人、40 歳代が 17.7 人、
50 歳以上が 5.5 人であり、最も多い年齢層は 40 歳代、次いで 30 歳代となっている。

イ 再犯者率
覚醒剤事犯の再犯者率は、19 年以降 12 年連続で増加しており、30 年は 66.1％となっている。

年別
区別 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯検挙人員 11,655 11,993 11,852 11,577 10,909 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868
暴力団構成員等 6,201 6,322 6,553 6,373 6,096 6,024 5,712 5,067 4,751 4,645
構成比率（％） 53.2 52.7 55.3 55.0 55.9 55.0 51.8 48.5 47.0 47.1

〔覚醒剤事犯年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯 検挙人員 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868
人口 10 万人当たりの検挙人員 10.7 10.7 10.4 9.9 9.7
年齢別 50 歳以上 2,486 2,324 2,353 2,347 2,615

人口 10 万人当たりの検挙人員 5.2 4.9 5.0 4.9 5.5
構成比率（％） 22.7 21.1 22.5 23.2 26.5
40～49 歳 3,697 3,779 3,592 3,587 3,352
人口 10 万人当たりの検挙人員 20.5 20.5 19.7 18.9 17.7
構成比率（％） 33.7 34.3 34.4 35.5 34.0
30～39 歳 3,301 3,383 3,089 2,862 2,642
人口 10 万人当たりの検挙人員 19.8 21.0 20.0 18.6 17.6
構成比率（％） 30.1 30.7 29.5 28.3 26.8
20～29 歳 1,382 1,417 1,287 1,226 1,163
人口 10 万人当たりの検挙人員 10.6 11.0 10.2 9.8 9.3
構成比率（％） 12.6 12.9 12.3 12.1 11.8
20 歳未満 92 119 136 91 96
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.3 1.7 1.9 1.3 1.4
構成比率（％） 0.8 1.1 1.3 0.9 1.0

うち中学生 2 1 7 0 3
うち高校生 11 14 18 8 13

大学生 11 18 8 19 15

注 1：算出に用いた人口は、各前年の総務省統計資料「10 月 1 日現在人口推計」又は「国勢調査結果」による。
注 2：20 歳未満の人口 10 万人当たりの検挙人員は 14 歳から 19 歳までの人口を基に、50 歳以上の人口 10 万人当たりの検挙人員は

50 歳から 79 歳までの人口を基にそれぞれ算出。

〔覚醒剤事犯の再犯者率の推移〕
年別

区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤事犯 検挙人員 11,655 11,993 11,852 11,577 10,909 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868
再犯者数 6,765 7,114 7,038 7,116 6,899 7,067 7,147 6,804 6,647 6,521
再犯者率（％） 58.0 59.3 59.4 61.5 63.2 64.5 64.8 65.1 65.7 66.1
年齢別
再犯者率

50 歳以上 82.1 81.2 81.5 81.3 79.8 80.2 83.1 82.3 82.4 82.6
40～49 歳 69.6 72.2 70.4 70.0 69.7 71.2 72.2 72.1 72.1 71.8
30～39 歳 55.3 56.2 56.1 56.8 58.9 57.3 57.9 56.9 58.5 57.9
20～29 歳 35.8 35.3 32.9 37.6 39.0 39.2 36.0 38.9 35.6 35.4
20 歳未満 18.7 12.7 12.0 14.9 15.3 5.4 16.0 12.5 16.5 13.5
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〔覚醒剤事犯検挙人員の推移〕

ア 年齢層別の検挙状況
30 年の人口 10 万人当たりの検挙人員は、20 歳未満が 1.4 人、20 歳代が 9.3 人、30 歳代が 17.6 人、40 歳代が 17.7 人、
50 歳以上が 5.5 人であり、最も多い年齢層は 40 歳代、次いで 30 歳代となっている。

イ 再犯者率
覚醒剤事犯の再犯者率は、19 年以降 12 年連続で増加しており、30 年は 66.1％となっている。

ウ 違反態様別の検挙状況
違反態様別でみると、使用事犯が 5,678 人、所持事犯が 3,227 人、譲渡事犯が 420 人、譲受事犯が 156 人、密輸入事
犯が 157 人となっており、使用事犯及び所持事犯で検挙人員の 90.2％を占めている。

エ 覚醒剤事犯の主な特徴
覚醒剤事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 71.2％を占めており、依然として我が国の薬物対策における最重要
課題となっている。
その主な特徴としては、暴力団構成員等が検挙人員の約半数を占めていることや、30 歳代及び 40 歳代の人口 10 万
人当たりの検挙人員がそれぞれ他の年齢層に比べて多いことが挙げられる。
また、再犯者率が他の薬物に比べて高いことから、覚醒剤がとりわけ強い依存性を有しており、一旦乱用が開始され
てしまうと継続的な乱用に陥る傾向があることがうかがわれる。

（２）大麻事犯
大麻事犯の検挙人員は 3,578 人と、26 年以降増加が続き、過去最多となった前年を大幅に更新した。
また、大麻事犯の検挙人員のうち、暴力団構成員等は 762 人と検挙人員の 21.3％、外国人は 253 人と検挙人員の 7.1％
を占めている。

ア 年齢層別の検挙状況
人口 10 万人当たりの検挙人員でみると、近年、50 歳以上においては、横ばいで推移している一方、その他の年齢層
においては増加傾向にあり、特に若年層による増加が顕著である。
30 年の人口 10 万人当たりの検挙人員は、20 歳未満が 6.0 人、20 歳代が 122 人、30 歳代が 7.3 人、10 歳代が 2.0 人、
50 歳以上が 0.3 人であり、最も多い年齢層は 20 歳代、次いで 30 歳代となっている。

〔大麻事犯年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

大麻事犯 検挙人員 1,761 2,101 2,536 3,008 3,578
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.7 2.1 2.5 3.0 3.5
年齢別 50 歳以上 88 104 113 152 157

人口 10 万人当たりの検挙人員 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3
構成比率（％） 5.0 5.0 4.5 5.1 4.4
40～49 歳 257 263 326 347 370
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.4 1.4 1.8 1.8 2.0
構成比率（％） 14.6 12.5 12.9 11.5 10.3
30～39 歳 678 700 899 1,038 1,101
人口 10 万人当たりの検挙人員 4.1 4.3 5.8 6.8 7.3
構成比率（％） 38.5 33.3 35.4 34.5 30.8
20～29 歳 658 890 988 1,174 1,521
人口 10 万人当たりの検挙人員 5.0 6.9 7.9 9.4 12.2
構成比率（％） 37.4 42.4 39.0 39.0 42.5
20 歳未満 80 144 210 297 429
人口 10 万人当たりの検挙人員 1.1 2.0 3.0 4.1 6.0
構成比率（％） 4.5 6.9 8.3 9.9 12.0

うち中学生 3 3 2 2 7
うち高校生 18 24 32 53 74

大学生 27 31 40 55 100

注 1：算出に用いた人口は、各前年の総務省統計資料「10 月 1 日現在人口推計」又は「国勢調査結果」による。
注 2：20 歳未満の人口 10 万人当たりの検挙人員は 14 歳から 19 歳までの人口を基に、50 歳以上の人口 10 万人当たりの検挙人員は

50 歳から 79 歳までの人口を基にそれぞれ算出。

● 43



イ 初犯者率
大麻事犯の初犯者率は 76.6％と、近年の横ばい傾向が継続している。

ウ 違反態様別の検挙状況
違反態様別でみると、所持事犯が 2,928 人、譲渡事犯が 201 人、譲受事犯が 138 人、密輸入事犯が 63 人、栽培班犯
が 152 人となっており、所持事犯が検挙人員の 81.8％を占めている。また、栽培事犯が検挙人員に占める割合は小さい
ものの、近年増加傾向にある。

エ 大麻事犯の主な特徴
大麻事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 25.8％を占めており、その割合は覚醒剤事犯に次いで多くなっている。
その主な特徴としては、初犯者率が高いことのほか、特に 20 歳未満、20 歳代の人口 10 万人当たりの検挙人員がそ
れぞれ大幅に増加しており、若年層による乱用傾向が増大していることが挙げられる。

３ 薬物の押収状況
薬物種類別でみると、覚醒剤が 1,138.6 キログラムと増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
乾燥大麻は海上貨物の利用による大量密輸入事犯の検挙に伴い、280.4 キログラムと前年から大幅に増加した。大麻樹
脂は 2.9 キログラム、大麻草は 4,456 本とそれぞれ前年から減少した。

〔大麻事犯の初犯者率の推移〕
年別

区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

大麻事犯 検挙人員 2,920 2,216 1,648 1,603 1,555 1,761 2,101 2,536 3,008 3,578
初犯者数 2,475 1,803 1,323 1,292 1,208 1,385 1,613 1,962 2,294 2,741
初犯者率（％） 84.8 81.4 80.3 80.6 77.7 78.6 76.8 77.4 76.3 76.6
年齢別 50 歳以上 63.2 65.5 62.7 62.0 46.3 71.6 57.7 66.4 60.5 64.3

40～49 歳 78.1 64.2 74.1 71.0 71.1 69.3 66.5 70.6 66.0 64.9
30～39 歳 82.0 82.0 77.8 79.2 78.0 79.4 75.1 74.6 70.9 69.7
20～29 歳 88.0 84.0 83.6 85.0 81.5 81.0 80.9 80.5 82.6 81.2
20 歳未満 87.7 89.6 91.4 93.9 93.2 91.3 91.7 91.0 89.9 92.8

〔大麻栽培事犯の検挙状況の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

検挙件数 130 115 144 191 175
検挙人員 116 107 116 138 152

〔薬物種類別押収量の推移〕
年別

種類 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤
（kg） 487.5 429.7 1,495.4 1,118.1 1,138.6
（錠） 51 741 138 5 261

乾燥大麻 （kg） 165.0 101.0 133.1 176.3 280.4
大麻樹脂 （kg） 36.7 3.9 0.9 20.7 2.9

大麻草
（本） 5,195 3,355 13,660 17,324 4,456
（kg） 120.1 87.6 42.3 67.5 23.0

合成麻薬 （錠） 479 1,055 5,021 3,181 12,303
MDMA （錠） 471 981 5,019 3,109 12,274

コカイン （kg） 2.2 18.5 18.3 9.6 42.0
ヘロイン （kg） 0.0 2.0 0.0 70.3 0.0
あへん （kg） 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0
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イ 初犯者率
大麻事犯の初犯者率は 76.6％と、近年の横ばい傾向が継続している。

ウ 違反態様別の検挙状況
違反態様別でみると、所持事犯が 2,928 人、譲渡事犯が 201 人、譲受事犯が 138 人、密輸入事犯が 63 人、栽培班犯
が 152 人となっており、所持事犯が検挙人員の 81.8％を占めている。また、栽培事犯が検挙人員に占める割合は小さい
ものの、近年増加傾向にある。

エ 大麻事犯の主な特徴
大麻事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 25.8％を占めており、その割合は覚醒剤事犯に次いで多くなっている。
その主な特徴としては、初犯者率が高いことのほか、特に 20 歳未満、20 歳代の人口 10 万人当たりの検挙人員がそ
れぞれ大幅に増加しており、若年層による乱用傾向が増大していることが挙げられる。

３ 薬物の押収状況
薬物種類別でみると、覚醒剤が 1,138.6 キログラムと増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
乾燥大麻は海上貨物の利用による大量密輸入事犯の検挙に伴い、280.4 キログラムと前年から大幅に増加した。大麻樹
脂は 2.9 キログラム、大麻草は 4,456 本とそれぞれ前年から減少した。

４ 危険ドラッグ事犯の検挙状況
（１）危険ドラッグ事犯の検挙状況
危険ドラッグ※事犯の検挙状況は 383 事件、396 人と前年に引き続き大幅に減少した。
適用法令別でみると、指定薬物に係る医薬品医療機器法違反、麻薬及び向精神薬取締法違反は、いずれも前年に引き続
き減少した。
また、危険ドラッグ事犯のうち、暴力団構成員等による事犯は 42 事件、42 人、外国人による事犯は 43 事件、48 人、
少年による事犯は 1事件、1人となっている。

注 1：覚醒剤の押収量（kg）は、錠剤型覚醒剤を含まない。
注 2：大麻の押収量（kg）は、本数として計上できない形状のものを示す。
注 3：合成麻薬の押収量は、覚醒剤とMDMA等の混合錠剤を含む。

※ 危険ドラッグとは、規制薬物（覚醒剤、大麻、麻薬、向精神薬、あへん及びけしがらをいう。以下同じ。）又は指定薬物（医
薬品医療機器法第 2 条第 15 項に規定する指定薬物をいう。以下同じ。）に化学構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用
を有する物品をいい、規制薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標ぼうしながら規制薬物又は指定薬物を含有する
物品を含む。
※ 危険ドラッグ事犯の検挙事件数及び人員は、実務統計（警察庁において調査等により集計する数値）による。

〔危険ドラッグに係る適用法令別検挙状況の推移〕
年別

区分

H26 H27 H28 H29 H30
事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

指定薬物に係る医薬品医療機器法違反 401 492 895 960 713 758 555 578 336 346
乱用者による単純所持・使用等 312 326 671 695 495 519 390 404 231 235

麻薬及び向精神薬取締法違反 80 98 133 148 115 126 56 56 45 48
交通関係法令違反 157 160 36 36 8 7 1 1 1 1
その他法令違反 68 90 36 52 28 29 16 16 1 1

合計 706 840 1,100 1,196 864 920 628 651 383 396

注 1：同一被疑者で関連する余罪を検挙した場合でも、一つの事件として計上。
注 2：複数の罪で検挙されている場合、主たる罪・人員として計上。
注 3：指定薬物に係る医薬品医療機器法違反は、危険ドラッグから指定薬物が検出された場合の検挙をいう .
注 4：麻薬及び向精神薬取締法違反は、危険ドラッグから麻薬が検出された場合の検挙をいう。
注 5：交通関係法令違反は、刑法（危険運転致死傷、自動車運転過失致死傷）、自勤車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関

する法律違反（危険運転致死傷、過失運転致死傷）、道路交通法違反をいう。
注 6：適用法令（罪名）は、検挙時点を基準として計上（交通関係法令違反の中には、送致時等の罪名変更のものあり）。
注 7：乱用者による単純所持・使用等とは、26 年 4 月 1 日から規制が新設された指定薬物の単純所持、使用、購入、譲受けによる違反

態様のうち、販売目的等により検挙された供給者側を除くものをいう。
注 8：交通関係法令違反及びその他法令違反には、規制薬物及び指定薬物が検出されなかった事件を含む。
注 9：26 年から指定薬物以外の医薬品医療機器法違反は、その他法令違反に計上。
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イ 初犯者率
大麻事犯の初犯者率は 76.6％と、近年の横ばい傾向が継続している。

ウ 違反態様別の検挙状況
違反態様別でみると、所持事犯が 2,928 人、譲渡事犯が 201 人、譲受事犯が 138 人、密輸入事犯が 63 人、栽培班犯
が 152 人となっており、所持事犯が検挙人員の 81.8％を占めている。また、栽培事犯が検挙人員に占める割合は小さい
ものの、近年増加傾向にある。

エ 大麻事犯の主な特徴
大麻事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 25.8％を占めており、その割合は覚醒剤事犯に次いで多くなっている。
その主な特徴としては、初犯者率が高いことのほか、特に 20 歳未満、20 歳代の人口 10 万人当たりの検挙人員がそ
れぞれ大幅に増加しており、若年層による乱用傾向が増大していることが挙げられる。

３ 薬物の押収状況
薬物種類別でみると、覚醒剤が 1,138.6 キログラムと増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
乾燥大麻は海上貨物の利用による大量密輸入事犯の検挙に伴い、280.4 キログラムと前年から大幅に増加した。大麻樹

脂は 2.9 キログラム、大麻草は 4,456 本とそれぞれ前年から減少した。

〔大麻事犯の初犯者率の推移〕
年別

区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

大麻事犯 検挙人員 2,920 2,216 1,648 1,603 1,555 1,761 2,101 2,536 3,008 3,578
初犯者数 2,475 1,803 1,323 1,292 1,208 1,385 1,613 1,962 2,294 2,741
初犯者率（％） 84.8 81.4 80.3 80.6 77.7 78.6 76.8 77.4 76.3 76.6
年齢別 50 歳以上 63.2 65.5 62.7 62.0 46.3 71.6 57.7 66.4 60.5 64.3

40～49 歳 78.1 64.2 74.1 71.0 71.1 69.3 66.5 70.6 66.0 64.9
30～39 歳 82.0 82.0 77.8 79.2 78.0 79.4 75.1 74.6 70.9 69.7
20～29 歳 88.0 84.0 83.6 85.0 81.5 81.0 80.9 80.5 82.6 81.2
20 歳未満 87.7 89.6 91.4 93.9 93.2 91.3 91.7 91.0 89.9 92.8

〔大麻栽培事犯の検挙状況の推移〕
年別

区分 H26 H27 H28 H29 H30

検挙件数 130 115 144 191 175
検挙人員 116 107 116 138 152

〔薬物種類別押収量の推移〕
年別

種類 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤
（kg） 487.5 429.7 1,495.4 1,118.1 1,138.6
（錠） 51 741 138 5 261

乾燥大麻 （kg） 165.0 101.0 133.1 176.3 280.4
大麻樹脂 （kg） 36.7 3.9 0.9 20.7 2.9

大麻草
（本） 5,195 3,355 13,660 17,324 4,456
（kg） 120.1 87.6 42.3 67.5 23.0

合成麻薬 （錠） 479 1,055 5,021 3,181 12,303
MDMA （錠） 471 981 5,019 3,109 12,274

コカイン （kg） 2.2 18.5 18.3 9.6 42.0
ヘロイン （kg） 0.0 2.0 0.0 70.3 0.0
あへん （kg） 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0
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イ 初犯者率
大麻事犯の初犯者率は 76.6％と、近年の横ばい傾向が継続している。

ウ 違反態様別の検挙状況
違反態様別でみると、所持事犯が 2,928 人、譲渡事犯が 201 人、譲受事犯が 138 人、密輸入事犯が 63 人、栽培班犯
が 152 人となっており、所持事犯が検挙人員の 81.8％を占めている。また、栽培事犯が検挙人員に占める割合は小さい
ものの、近年増加傾向にある。

エ 大麻事犯の主な特徴
大麻事犯の検挙人員は、薬物事犯の検挙人員の 25.8％を占めており、その割合は覚醒剤事犯に次いで多くなっている。
その主な特徴としては、初犯者率が高いことのほか、特に 20 歳未満、20 歳代の人口 10 万人当たりの検挙人員がそ
れぞれ大幅に増加しており、若年層による乱用傾向が増大していることが挙げられる。

３ 薬物の押収状況
薬物種類別でみると、覚醒剤が 1,138.6 キログラムと増加し、3年連続で 1,000 キログラムを超えた。
乾燥大麻は海上貨物の利用による大量密輸入事犯の検挙に伴い、280.4 キログラムと前年から大幅に増加した。大麻樹

脂は 2.9 キログラム、大麻草は 4,456 本とそれぞれ前年から減少した。

４ 危険ドラッグ事犯の検挙状況
（１）危険ドラッグ事犯の検挙状況
危険ドラッグ※事犯の検挙状況は 383 事件、396 人と前年に引き続き大幅に減少した。
適用法令別でみると、指定薬物に係る医薬品医療機器法違反、麻薬及び向精神薬取締法違反は、いずれも前年に引き続
き減少した。
また、危険ドラッグ事犯のうち、暴力団構成員等による事犯は 42 事件、42 人、外国人による事犯は 43 事件、48 人、
少年による事犯は 1事件、1人となっている。

注 1：覚醒剤の押収量（kg）は、錠剤型覚醒剤を含まない。
注 2：大麻の押収量（kg）は、本数として計上できない形状のものを示す。
注 3：合成麻薬の押収量は、覚醒剤とMDMA等の混合錠剤を含む。

※ 危険ドラッグとは、規制薬物（覚醒剤、大麻、麻薬、向精神薬、あへん及びけしがらをいう。以下同じ。）又は指定薬物（医
薬品医療機器法第 2 条第 15 項に規定する指定薬物をいう。以下同じ。）に化学構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用
を有する物品をいい、規制薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標ぼうしながら規制薬物又は指定薬物を含有する
物品を含む。
※ 危険ドラッグ事犯の検挙事件数及び人員は、実務統計（警察庁において調査等により集計する数値）による。

〔危険ドラッグに係る適用法令別検挙状況の推移〕
年別

区分

H26 H27 H28 H29 H30
事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

事
件
数

人
員

指定薬物に係る医薬品医療機器法違反 401 492 895 960 713 758 555 578 336 346
乱用者による単純所持・使用等 312 326 671 695 495 519 390 404 231 235

麻薬及び向精神薬取締法違反 80 98 133 148 115 126 56 56 45 48
交通関係法令違反 157 160 36 36 8 7 1 1 1 1
その他法令違反 68 90 36 52 28 29 16 16 1 1

合計 706 840 1,100 1,196 864 920 628 651 383 396

注 1：同一被疑者で関連する余罪を検挙した場合でも、一つの事件として計上。
注 2：複数の罪で検挙されている場合、主たる罪・人員として計上。
注 3：指定薬物に係る医薬品医療機器法違反は、危険ドラッグから指定薬物が検出された場合の検挙をいう .
注 4：麻薬及び向精神薬取締法違反は、危険ドラッグから麻薬が検出された場合の検挙をいう。
注 5：交通関係法令違反は、刑法（危険運転致死傷、自動車運転過失致死傷）、自勤車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関

する法律違反（危険運転致死傷、過失運転致死傷）、道路交通法違反をいう。
注 6：適用法令（罪名）は、検挙時点を基準として計上（交通関係法令違反の中には、送致時等の罪名変更のものあり）。
注 7：乱用者による単純所持・使用等とは、26 年 4 月 1 日から規制が新設された指定薬物の単純所持、使用、購入、譲受けによる違反

態様のうち、販売目的等により検挙された供給者側を除くものをいう。
注 8：交通関係法令違反及びその他法令違反には、規制薬物及び指定薬物が検出されなかった事件を含む。
注 9：26 年から指定薬物以外の医薬品医療機器法違反は、その他法令違反に計上。
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（２）危険ドラッグ乱用者の検挙状況
危険ドラッグ事犯のうち、危険ドラッグ乱用者※の検挙人員は 368 人（構成比率 92.9％）となっている。

ア 年齢層別の検挙状況
年齢層別の構成比率をみると、20 歳代及び 30 歳代の占める割合の減少に伴い、40 歳代及び 50 歳以上の占める割合
が増加傾向となっている。

イ 薬物経験別の検挙状況
薬物経験別でみると、薬物犯罪の初犯者が 209 人（構成比率 56.8％）、薬物犯罪の再犯者が 159 人（同 43.2％）となっ
ている。
ウ 危険ドラッグの入手状況
入手先別でみると、インターネットを利用して危険ドラッグを入手した者の割合が 45.1％と最も高い。

エ 危険ドラッグの使用が原因と疑われる死者数
危険ドラッグの使用が原因と疑われる死者数は 1人と減少傾向にある。

※ 危険ドラッグ乱用者とは、危険ドラッグ事犯検挙人員のうち、危険ドラッグを販売するなどにより検挙された供給者側の検
挙を除いたものをいう。

〔危険ドラッグ乱用者の年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H27 H28 H29 H30

危険ドラッグ乱用者 検挙人員 966 838 605 368
年齢層別 50 歳以上 75 125 105 67

構成比率（％） 7.8 14.9 17.4 18.2
40～49 歳 236 293 208 135
構成比率（％） 24.4 35.0 34.4 36.7
30～39 歳 330 261 196 109
構成比率（％） 34.2 31.1 32.4 29.6
20～29 歳 297 145 94 56
構成比率（％） 30.7 17.3 15.5 15.2
20 歳未満 28 14 2 1
構成比率（％） 2.9 1.7 0.3 0.3

〔危険ドラッグ乱用者の年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H27 H28 H29 H30

危険ドラッグ乱用者 検挙人員 966 833 605 368
入手先別 街頭店舗 265 130 84 33

構成比率（％） 27.4 15.5 13.9 9.0
インターネット 336 353 227 166
構成比率（％） 34.8 42.1 37.5 45.1
友人・知人 110 93 77 45
構成比率（％） 11.4 11.1 12.7 12.2
密売人 109 71 55 32
構成比率（％） 11.3 8.5 9.1 8.7
その他・不明 146 191 162 92
構成比率（％） 15.1 22.8 26.8 25.0

〔危険ドラッグの使用が原因と疑われる死者数の推移〕
年別

区分 H27 H28 H29 H30

死者数 11 6 3 1

注 1：30 年 12 月末現在で警察庁に報告があったものを計上。
注 2：発生日ではなく、認知日を基準として計上。
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● 参考資料

（１）薬物事犯検挙状況の推移（11～30 年）
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（２）覚醒剤押収量の推移（11～30 年）
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年別
区分

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

覚醒剤押収量（kg） 1,975.9 1,026.9 406.1 437.0 486.8 406.1 118.9 126.8 339.3 397.5 356.3 305.5 338.8 348.5 831.9 487.5 429.7 1,495.4 1,118.1 1,138.6

覚醒剤密輸入押収量（kg） - - - 243.5 223.8 350.0 32.2 106.8 213.1 324.3 217.9 275.5 310.7 332.2 816.1 448.0 394.6 1,428.4 1,073.4 784.4

年別
区分

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

薬物事犯検挙人員 19,764 20,382 19,647 18,823 17,171 15,048 15,803 14,440 14,790 14,288 14,947 14,529 13,768 13,466 12,951 13,121 13,524 13,411 13,542 13,862

覚醒剤事犯検挙人員 18,285 18,942 17,912 16,771 14,624 12,220 13,346 11,606 12,009 11,025 11,655 11,993 11,852 11,577 10,909 10,958 11,022 10,457 10,113 9,868

大麻事犯検挙人員 1,124 1,151 1,450 1,748 2,032 2,209 1,941 2,288 2,271 2,758 2,920 2,216 1,648 1,603 1,555 1,761 2,101 2,536 3,008 3,578
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（２）危険ドラッグ乱用者の検挙状況
危険ドラッグ事犯のうち、危険ドラッグ乱用者※の検挙人員は 368 人（構成比率 92.9％）となっている。

ア 年齢層別の検挙状況
年齢層別の構成比率をみると、20 歳代及び 30 歳代の占める割合の減少に伴い、40 歳代及び 50 歳以上の占める割合
が増加傾向となっている。

イ 薬物経験別の検挙状況
薬物経験別でみると、薬物犯罪の初犯者が 209 人（構成比率 56.8％）、薬物犯罪の再犯者が 159 人（同 43.2％）となっ
ている。

ウ 危険ドラッグの入手状況
入手先別でみると、インターネットを利用して危険ドラッグを入手した者の割合が 45.1％と最も高い。

エ 危険ドラッグの使用が原因と疑われる死者数
危険ドラッグの使用が原因と疑われる死者数は 1人と減少傾向にある。

※ 危険ドラッグ乱用者とは、危険ドラッグ事犯検挙人員のうち、危険ドラッグを販売するなどにより検挙された供給者側の検
挙を除いたものをいう。

〔危険ドラッグ乱用者の年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H27 H28 H29 H30

危険ドラッグ乱用者 検挙人員 966 838 605 368
年齢層別 50 歳以上 75 125 105 67

構成比率（％） 7.8 14.9 17.4 18.2
40～49 歳 236 293 208 135
構成比率（％） 24.4 35.0 34.4 36.7
30～39 歳 330 261 196 109
構成比率（％） 34.2 31.1 32.4 29.6
20～29 歳 297 145 94 56
構成比率（％） 30.7 17.3 15.5 15.2
20 歳未満 28 14 2 1
構成比率（％） 2.9 1.7 0.3 0.3

〔危険ドラッグ乱用者の年齢別検挙人員の推移〕
年別

区分 H27 H28 H29 H30

危険ドラッグ乱用者 検挙人員 966 833 605 368
入手先別 街頭店舗 265 130 84 33

構成比率（％） 27.4 15.5 13.9 9.0
インターネット 336 353 227 166
構成比率（％） 34.8 42.1 37.5 45.1
友人・知人 110 93 77 45
構成比率（％） 11.4 11.1 12.7 12.2
密売人 109 71 55 32
構成比率（％） 11.3 8.5 9.1 8.7
その他・不明 146 191 162 92
構成比率（％） 15.1 22.8 26.8 25.0

〔危険ドラッグの使用が原因と疑われる死者数の推移〕
年別

区分 H27 H28 H29 H30

死者数 11 6 3 1

注 1：30 年 12 月末現在で警察庁に報告があったものを計上。
注 2：発生日ではなく、認知日を基準として計上。
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警察庁では、大麻栽培事犯の実態を把握するため、30 年 1 月 1 日から同年 10 月 31 日までの開に大麻取締法違
反の違反態様が栽培で検挙された者を対象に調査を行い、都道府県警察から回答を得た 178 人分のデータを集約し
た。これを、21 年上半期に実施した同様の調査（回答 159 人分）と比較した結果は次のとおりであった。

○ 大麻栽培の目的
大麻栽培の目的については、「自己使用」が 67.2％、「営利目的」が 31.7％であり、「自己使用」が半数以上を

占めているが、21 年調査と比較すると、「営利目的」が 12.5 ポイント増加した。
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図 1：栽培目的（H21とH30の比較）（複数回答）図 1：栽培目的（H21とH30の比較）（複数回答）図 1：栽培目的（H21とH30の比較）（複数回答）

自己使用自己使用自己使用 営利目的営利目的営利目的 無回答無回答無回答

○ 大麻栽培の場所、規模
大麻栽培の場所は、屋内栽培が 87.0％、屋外栽培は 13.0％と屋内栽培が圧倒的に多く、「一戸建て住宅」、「アパー

ト」、「マンション」が全体の 75.0％を占め、住居を利用した大麻栽培が圧倒的に多い。屋内栽培の中には、建物
内全てを栽培場所とする大規模な栽培も含まれていた。
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図 2：栽培場所（H30）（複数回答）図 2：栽培場所（H30）（複数回答）図 2：栽培場所（H30）（複数回答）

大麻栽培事犯の実態に関する調査結果
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★トピックス
また、栽培の規模は「50 本以上 100 本未満」、「100 本以上」が 25.5％であり、21 年調査より 82 ポイント増加し、

「10 本来満」が 16.6 ポイント減少していることから、栽培規模が大きくなっていることがうかがわれ、この結果
は「営利目的」が増えていることとも合致する。
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○ 大麻栽培の方法の習得経緯
栽培方法を習得した経緯については、21 年調査と比較すると、「本（雑誌）」が減少して、「インターネット」

が 45.7％と最も比率が高くなり、「友人・知人から教わった」も 13.1 ポイント増加した。
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図４：栽培方法の習得経緯（H21とH30の比較）（複数回答）図４：栽培方法の習得経緯（H21とH30の比較）（複数回答）図４：栽培方法の習得経緯（H21とH30の比較）（複数回答）

本（雑誌）本（雑誌）本（雑誌） 友人・私人から教割った友人・私人から教割った友人・私人から教割った 不明・その他不明・その他不明・その他
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21 年の調査では、自己使用を目的とする小規模な大麻栽培を行っている者が多数を占めていたが、今回の調
査では、営利目的で大規模に栽培する者の割合が増加していることが認められた。
同じ調査では、営利目的の 100 本以上の大規模な大麻栽培は暴力団構成員等に関わるものが 7割以上を占めて

いることが判明しており、組織的な大麻栽培が暴力団組織の資金源となっていることがうかがわれる。
また、インターネットで容易に大麻栽培に関する情報を入手できる環境があり、大麻乱用者の裾野の広がりが

懸念されることからも、今後、大麻栽培事犯に対する取締り及び乱用防止の広報啓発活動をより一層強化する必
要がある。
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また、栽培の規模は「50 本以上 100 本未満」、「100 本以上」が 25.5％であり、21 年調査より 82 ポイント増加し、

「10 本来満」が 16.6 ポイント減少していることから、栽培規模が大きくなっていることがうかがわれ、この結果
は「営利目的」が増えていることとも合致する。

H21H21H21 53.3%53.3%53.3%

36.7%36.7%36.7% 37.9%37.9%37.9% 13.6%13.6%13.6% 11.9%11.9%11.9%

29.3%29.3%29.3% 9.3%9.3%9.3% 8.0%8.0%8.0%

H30H30H30

0%0%0% 20%20%20% 40%40%40% 60%60%60% 80%80%80% 100%100%100%

10本末満10本末満10本末満 10本以上
50本末満
10本以上
50本末満
10本以上
50本末満

図 3：栽培規模（H21とH30の比較）図 3：栽培規模（H21とH30の比較）図 3：栽培規模（H21とH30の比較）

50本以上 100本末満50本以上 100本末満50本以上 100本末満 100本以上100本以上100本以上

○ 大麻栽培の方法の習得経緯
栽培方法を習得した経緯については、21 年調査と比較すると、「本（雑誌）」が減少して、「インターネット」

が 45.7％と最も比率が高くなり、「友人・知人から教わった」も 13.1 ポイント増加した。

H21H21H21 35.1%35.1%35.1%

45.7%45.7%45.7% 28.3%28.3%28.3% 15.8%15.8%15.8% 10.1%10.1%10.1%

46.3%46.3%46.3%

2.7%2.7%2.7%

16.0%16.0%16.0%

H30H30H30

0%0%0%

インターネットインターネットインターネット

図４：栽培方法の習得経緯（H21とH30の比較）（複数回答）図４：栽培方法の習得経緯（H21とH30の比較）（複数回答）図４：栽培方法の習得経緯（H21とH30の比較）（複数回答）

本（雑誌）本（雑誌）本（雑誌） 友人・私人から教割った友人・私人から教割った友人・私人から教割った 不明・その他不明・その他不明・その他

20%20%20% 40%40%40% 60%60%60% 80%80%80% 100%100%100%

21 年の調査では、自己使用を目的とする小規模な大麻栽培を行っている者が多数を占めていたが、今回の調
査では、営利目的で大規模に栽培する者の割合が増加していることが認められた。
同じ調査では、営利目的の 100 本以上の大規模な大麻栽培は暴力団構成員等に関わるものが 7割以上を占めて

いることが判明しており、組織的な大麻栽培が暴力団組織の資金源となっていることがうかがわれる。
また、インターネットで容易に大麻栽培に関する情報を入手できる環境があり、大麻乱用者の裾野の広がりが

懸念されることからも、今後、大麻栽培事犯に対する取締り及び乱用防止の広報啓発活動をより一層強化する必
要がある。

● 49




